
貸  借  対  照  表

2020年 11月 30日　現在 株式会社ニッケ起ダイイング 
（単位 ： 円）

勘定科目   金    額   金    額 勘定科目   金    額   金    額

（前年同期） （前年同期）

 流動資産 189,208,612 199,515,618  負  債 206,698,201 227,392,214
現    金 132,596 163,622  流動負債 202,765,359 223,879,372
当座預金 111,160,974 124,616,160 支払手形 0 0
普通預金 38,152 38,152 買掛金 7,376,128 9,396,596
別段預金 0 0 短期借入金 165,000,000 165,000,000
通知預金 0 0 未払金 0 0
定期預金 0 0 未払費用 23,568,169 44,404,117
その他預金 0 0 未払法人税等 35,500 3,329,700
（現預金計） 111,331,722 124,817,934 繰延税金負債 0 0
受取手形 935,073 2,576,664 未払消費税等 6,545,800 1,518,900
売掛金 43,019,442 38,838,092 預り金 239,762 230,059
有価証券 0 0 資産除去債務 0 0
短期貸付金 0 0 前受金 0 0
製品・商品 0 0 前受収益 0 0
仕掛品 8,207,132 10,140,917 保証金 0 0
原材料・貯蔵品 17,827,424 21,548,111 仮受金 0 0
前払費用 1,593,900 1,593,900 仮受消費税等 0 0
繰延税金資産 0 0 賞与引当金 0 0
未収入金 6,274,519 0 その他流動負債 0 0
仮払金 19,400 0
仮払消費税等 0 0  固定負債 3,932,842 3,512,842
その他流動資産 0 0 長期借入金 0 0
貸倒引当金 0 0 長期預り保証金 0 0

繰延税金負債 0 0
 固定資産 54,606,907 67,505,470 資産除去債務 0 0
  有形固定資産 22,227,904 29,656,886 退職給付引当金 3,932,842 3,512,842

建物 0 0 役員退職慰労引当金 0 0
構築物 0 0
機械装置 20,314,204 29,173,470
車両運搬具 873,839 5
工具器具備品 247,861 483,411
土地 0 0  資    本 37,117,318 39,628,874
建設仮勘定 792,000 0 株主資本 141,670,041 144,181,597
減価償却累計額 0 0  資本金 10,000,000 10,000,000

  無形固定資産 22,879,003 28,348,584  資本剰余金 77,252 77,252
電話加入権 0 0   資本準備金 77,252 77,252
施設利用権 0 0   その他資本剰余金 0 0
営業権 0 0  利益剰余金 131,592,789 134,104,345
ソフトウェア 22,879,003 28,348,584   利益準備金 50,000,000 50,000,000

  投資等 9,500,000 9,500,000   その他利益剰余金 81,592,789 84,104,345
投資有価証券 0 0     圧縮記帳積立金 0 0
出資金 0 0     別途積立金 0 0
長期貸付金 0 0     繰越利益剰余金 81,592,789 84,104,345
破産・更生債権 0 0      （当期利益） (-2,511,556) (31,197,508)
長期前払費用 0 0 自己株式 -104,552,723 -104,552,723
繰延税金資産 0 0
その他投資 9,500,000 9,500,000
貸倒引当金 0 0

 繰延資産 0 0

合    計 243,815,519 267,021,088 合    計 243,815,519 267,021,088

受取手形割引高 0 0
受取手形裏書高 0 0



株式会社ニッケ起ダイイング  
 
 
（注記事項）  
 
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記  
（１）資産の評価基準及び評価方法  
  ①棚卸資産  
    原材料、貯蔵品        最終仕入原価法  
    仕掛品            総平均法による原価法  
 
（２）固定資産の減価償却の方法  
  ①有形固定資産  
    主として定率法によっている。ただし、1998 年 4 月 1 日以降に取得した建物（建

物付属設備を除く）、2016 年 4 月 1 日以降に取得した建物付属設備及び構築物に

ついては定額法によっている。  
  ②無形固定資産  
    定額法によっている。  
 
（３）引当金の計上基準  
  ①賞与引当金   ……従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額の当期負担額を

計上している  
  ②退職金給付引当金……従業員の退職給付に備えるため、退職金規定に基づく期末自

己都合要支給額を計上している。  
 
（４）その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項  
  ①消費税等の会計処理  
    消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。  
 
２．当期純利益金額    △2,511,556 円  


